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平成２８年度 事  業  報  告 

 

 

 平成２８年度において実施した本会の事業の概要は、次のとおりである。 

 

１．講習会事業 

１．各種講習会を次のとおり実施した。受講者数は１,６３３名となっている。 

 

（１）全国講習会の開催（東京で開催） 

講 習 会 名 開 催 日 受 講 者 数 
 

 

市町村税研修会 平成２８年 

６月２２日 

都道府県市町村税担当職員 

指定都市税制担当職員 

賛助会員の税制担当職員ほか 

５２名 

地方財務会計 

講習会 

平成２８年 

９月６日 

～７日 

都道府県･指定都市出納職員 

都道府県･指定都市監査委員事務局

担当職員 

１１０名 

地方行財政 

講習会 

平成２８年 

１０月１２日 

～１３日 

賛助会員の行財政担当職員ほか 

８５名 

地方財政関係 

講習会（Ⅰ） 

平成２８年 

１０月１９日 

～２０日 

都道府県財政担当課職員 

都道府県監査委員事務局担当職員 ９４名 

地方財政関係 

講習会（Ⅱ） 

平成２８年 

１０月２５日 

～２６日 

都道府県市町村担当課職員 

指定都市財政担当課職員 １７４名 

(小計 ５１５名) 
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（２）ブロック別講習会の開催（全国のブロック毎に開催） 

講 習 会 名 開 催 日 会  場 
 

 
受 講 者 数 

都道府県税務 

職員研修会 

平成２８年 

６月  ８日 

６月 １０日 

６月 １７日 

７月  １日 

 

東  京 (地財ホール) 

愛 媛 県  松 山 市 

富 山 県  富 山 市 

青 森 県  青 森 市 

 

 

６５名 

５５名 

６１名 

４７名 

(小計２２８名) 

地方公営企業 

財務会計講習会 

平成２８年 

９月１３日～１４日 

９月２７日～２８日 

９月２９日～３０日 

１０月０４日～０５日 

１０月０６日～０７日 

１０月２５日～２６日 

１０月２５日～２６日 

１１月０１日～０２日 

１１月１０日～１１日 

東 京 Ⅰ (地財ホール) 

東 京 Ⅱ (地財ホール) 

北 海 道  札 幌 市 

福 島 県  福 島 市 

和歌山県  和歌山市 

三 重 県    津  市 

岡 山 県  岡 山 市 

沖 縄 県  那 覇 市 

熊 本 県  熊 本 市 

 

１１５名 

１２８名 

１５９名 

８７名 

６９名 

７４名 

９０名 

３６名 

１３２名 

 (小計８９０名) 
    

(受講者総合計１,６３３名) 

 

２．普及広報事業 

 

（１）地方税法の年度改正・政省令改正についての解説、総務省より発せられた通知・

資料、今月の研究課題等を収録した月報「地方税」及び地方財政各般についての

新規の施策を解説するほか、自治体先進施策の紹介、経済の動向、地方行財政

最近の動きなど最新の情報を収録した月報「地方財政」を各々年１２回（毎月１回)､

地方行財政調査会が発行する「講演シリーズ」を年３回、正会員及び賛助会員に

配付した。 

 

（２） 「総務省(地方自治関係)･都道府県･指定都市幹部一覧」(年３回)､「地方税財政

関係職員録」を作成し、正会員及び賛助会員に配付した。 
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３．調査研究事業 

 

３．地方財政研究会、地方行政研究会をそれぞれ９回開催した。平成２８年１２月に地

方財政研究会と地方行政研究会の合同研究会を開催した。 

 

研 究 会 名 開 催 月 
 

 
テ ー マ 

地方財政研究会 平成２８年 ４月 

 

５月 

６月 

９月 

１０月 

１１月 

平成２９年 １月 

 

２月 

 

３月 

・ 

 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

 

・ 

 

・ 

 

アメリカにおける州企業課税の動向 

―課税ベースの選択を中心に― 

地方債制度と債券市場 ―回顧と展望― 

社会保障分野における地方単独事業 

地方税原則の立憲的基礎 

人口移動と人口集中地区人口 1960-2010 

「地方法人課税改革とその課題」について 

自治体の財政運営における時間軸につい

て 

公会計における「期間衡平」（Interperiod 

Equity）の意義 

平成２９年度地方財政計画と平成２９年度

地方税制改正の概要について 
    
地方行政研究会 平成２８年 ４月 

 

５月 

６月 

９月 

１０月 

１１月 

 

平成２９年 １月 

２月 

 

３月 

・ 

 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

 

・ 

・ 

 

・ 

 

 

地域における国と自治体の連携 

―就労支援行政を中心に― 

地域における民意 

縮退の時代の都市計画と自治体 

カナダ北西準州における自治政府形成 

地方自治法の改正検討項目 

権限争議、府県制、そして初期議会 

―北垣国道日記「塵海」から― 

シビル・ミニマムをめぐって 

地方分権改革の現況 

―提案募集を中心として― 

参加と利用、参加と動員 

――地方公共団体・社会福祉協議会に

おける参加に関する理解を手がかりに 
    
地方財政・地方

行政合同研究会 

平成２８年１２月 

 

・ ふるさと納税制度について 

～導入後の動きを中心として 
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４．図書等出版事業 

 

（１） 月刊誌の発行 

（１） 月刊誌として「地方税」、「地方財政」、「公営企業」の３点を発行した。 

 

（２） 実務図書の発行 

（２） 地方税財政に関する実務図書等（地方税法法律篇、令規通知篇などの単行本

等）を４１点発行した。 

 

（３） 共通仕様各種申告書等の共同印刷及び共同作製業務 

共同印刷物（個人住民税特別徴収税額通知書等）１２点、標識（原動機付自転

車標識）１点の共同作製を行った。 

 

５．会議室等施設貸付事業 

 

５．「地財ホール」（ホテルルポール麹町）及び「特別会議室」（地共済センタービル）を

地方公共団体、公益法人等に諸会合、研修会等の場所として貸付けた。 

 

６．その他事業 

 

６．職員住宅（地財ハイム）を福利厚生事業として正会員及び本会職員等に貸付け

た。 

 

７．決算状況 

 

７．本年度の正味財産増減状況は、経常収益６３３,６９３,８３８円に対し、経常費用 

６００,２４０,９５２円で差引き３３,４５２,８８６円が当期一般正味財産増加額となり、一般正

味財産期首残高２,２８９,７３６,５２０円との合計額２,３２３,１８９,４０６円が正味財産期末

残高となった。 
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８．終わりに 

 

９．本会は、昭和２４年２月２８日に発足し、平成２５年４月１日に一般財団法人へ移行

した。この間、事業活動の拡充をはかり、公益法人としての使命を果たしつつ、出版事

業等の業績向上にも努力を注いできた。 

９．今後も、更に事業の発展を図り、業績向上を期している。 
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附属明細書 

 

 

９．平成２８年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行

規則」第３４条第３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事

項」が存在しないので作成しない。 


